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研究要旨 職業被ばくのうち、高線量被ばくの多くは医療行為に伴う被ばくであるが、

放射線をもちいた医療行為は患者に対しての利益がきわめて大きく、その利益を損なわ

ない範囲で職業被ばくを低減させることには困難を伴う。一方、ICRP の勧告で水晶体

被ばくの線量限度を 5 年間で 100mSv，1 年間で 50mSv を超えないように引き下げる

ことが提唱され、本邦でもこれに従った電離放射線障害防止規則（電離則）改正が行わ

れる予定である。しかし、実際の医療環境における被ばくの実態、特に水晶体の被ばく

状況は十分に調査・検討が行われておらず、改正電離則を実際の医療現場が遵守できる

かは明らかであるとはいえない。本研究では、これらの問題を明らかにすることを目的

として研究を行う。研究は、主に以下の 3 つの研究計画に分かれる。１）医療従事者の

線量を高くする要因の把握。２）医療機関における医療従事者の線量管理と研修の実態

把握。３）実測に基づく医療行為に伴う水晶体線量の把握。令和元年度においては、こ

れらの研究計画のフィージビリティ研究を中心とした。 
１）医療従事者の線量を高くする要因の把握：今までの医療関係者の被ばく実態を明ら

かとするため、後向き研究の立案を行った。平成 28 年度～30 年度における、個人線量

計で管理されている医療従事者の情報を全例収集し、それぞれの医療者の職種（医師・

技師など）、所属（循環器、放射線部など）年齢、性別などの属性情報と照らし合わせる

ことで、被ばく線量の増加に関係する要因を明らかとすることを目的とした。本研究計

画については、主幹施設にて研究計画の承認を得、協力施設での研究計画承認待ちの状

態であり、令和２年度にデータの集計を行う計画である。また、別途事前に行われてい

た予備研究において、従来注目されることの少なかった PET（陽電子断層撮影）診断の

領域でも比較的高い職業被ばくがあることが観察された。特に PET の領域では、医療

法の管轄外であるサイクロトロン技術者が含まれているため、医療法の下で活動する病

院の管理の目からは外れやすい可能性がある。このため、本研究では、PET の領域も含

めた被ばく実態調査を行うこととした。 
２）医療機関における医療従事者の線量管理と研修の実態把握：放射線利用における線

量管理と教育研修の状況を広く調査するため、アンケート作成を行った。アンケート作

成については、同一の研究事業補助金を取得している別研究班とデータの共有を行うた

め、アンケートの内容・構成を一部共通のものとし、Web アンケートの形式を採用した。 
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研究分担者： 
高村 昇 長崎大学 原爆後障害医療研究

所 国際保健医療福祉学  教授 
松田尚樹 長崎大学 原爆後障害医療研究

所 放射線生物・防護学 教授 
伊藤 浩 福島県立医科大学 医学部 放

射線医学講座 教授 
織内 昇 福島県立医科大学 先端臨床研

究センター 教授 
粟井和夫 広島大学 医歯薬保健学研究科 

放射線診断学 教授 
 
Ａ．研究目的 
職業被ばくにおいて医療行為は最も重大な

被ばくの要因となっており、年間 20mSv を

超える放射線業務従事者は、そのほとんど

が医療関係業務の従事者であることも明ら

かとなっている。一方、低線量被ばくについ

ては、新たな科学的知見から水晶体におい

て従来考えられていたよりも低い線量から

影響が生じていることが明らかとなってき

ている。これらの知見に基づき ICRP は、

水晶体被ばくの職業被ばくの線量限度を 5
年間で 100mSv，1 年間で 50mSv に引き下

げるべきとする勧告を出している。この勧

告は、かなり大幅な線量限度の引き下げで

あるが、本邦では令和３年度に施行する改

正電離則にて、当該勧告に対応する、水晶体

線量の線量限度の引き下げが行われる予定

である。一方、医療現場における実際の被ば

く実態が明らかでないため、この線量限度

の引き下げに臨床の現場が対応可能である

か、また対応するためにはどのような対策

が必要であるかは明らかでない。米国では、

本研究計画については、Web アンケートの作成と、少数の施設による入力テストを行

い、実行可能性を検証、実行可能であることが明らかとなった。ただし、Web アンケー

ト特有の技術的問題点が少数ではあるが複数確認されたため、これらの問題点の修正の

後、令和２年度中に多数施設を対象として調査を行う予定とした。調査対象の施設とし

ては、日本医学放射線学会の教育研究施設に依頼することを第 1 の方針とした。 
３）実測に基づく医療行為に伴う水晶体線量の把握：本研究計画では、放射線業務時に、

線量計を装着して、水晶体の線量を実測し、どのような業務で高線量となっているかの

実態を把握することを目的とした。特に線量が高いことが予想される X 線透視を伴う業

務について、業務従事者に水晶体線量計（DOSIRIS：千代田テクノル社）を着用しても

らい、業務分類（泌尿器科医師、放射線部看護師、など）ごとの水晶体被ばく線量を測

定、どのような業務分類において水晶体線量が高線量となっているかの実測情報を得る

研究計画を立案し、長崎大学において承認を得た。本研究計画については令和元年度中

に 7 つの業務分類でのデータの収集が開始され、透視業務に就く看護師、および医師の

水晶体線量（推定値）が予想以上の高値であることが明らかとなった。特に泌尿器科医

の透視業務では、1 ヶ月の積算水晶体線量が４mSv を超えている例も明らかとなった。

短期間でのデータ収集であるため、観察された高線量が偶発的なものであるか、恒常的

なものであるかを明らかとするため、令和２年度にも調査測定を継続する。 
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当該勧告に従った線量限度引き下げは、必

要な対策にかかるコストを考慮すると現実

的ではないとの立場から、国内規定の変更

を行わない方向性である。このように、線量

限度引き下げが実臨床の現場において現実

的であるかどうかを確定するには、現状の

把握が必須であると考えられる。本研究で

は、過去の医療現場における職業被ばくの

実態把握、現在の医療現場における管理・教

育・研修の状況把握、実際の水晶体線量の測

定の 3 つの側面から、医療現場における職

業被ばくの状況を把握し、職業被ばく、特に

水晶体被ばくを管理・低減するために必要

な方針・対策の立案に資する情報をえるこ

とを目的とする。 
 
Ｂ．研究方法 
本研究は大きく 3 つの研究計画に分かれる。 
1）医療従事者の線量を高くする要因の把握 
2）医療機関における医療従事者の線量管理

と研修の実態把握 
3）実測に基づく医療行為に伴う水晶体線量

の把握 
令和元年度については、これらの研究計画

についてのフィージビリティ研究を中心と

した。 
1）医療従事者の線量を高くする要因の把握 
今までの医療関係者の被ばく実態を明らか

とするため、後向き研究の立案を行った。平

成 28 年度～30 年度における、計 36 か月に

おける長崎大学病院、および研究協力施設

の個人線量計で線量管理されている医療従

事者について、年齢・性別・職種（医師・技

師・看護師等）・所属部署（放射線科・整形

外科等）・主な放射線取扱業務（透視業務・

血管造影等）、該当期間の毎月の被ばく線量

の情報を収集。被ばく量を従属変数、それ以

外を独立変数として、どのような因子が被

ばく量の増減に影響を与えているかを検討

する研究計画を立案した。 
2）医療機関における医療従事者の線量管理

と研修の実態把握 
放射線利用における線量管理と教育研修の

状況を広く調査するため、アンケートを行

う。回答の簡便性を高くし、回収率を向上さ

せるためWebアンケートの形式を採用した。

アンケート作成については、同一の研究事

業補助金を取得している別研究班とデータ

の共有を行うため、アンケートの内容・構成

を一部共通のものとし、Web アンケートに

適する様に質問項目の削減、回答方式の簡

略化を行った改訂版を作成した。 
3）実測に基づく医療行為に伴う水晶体線量

の把握 
放射線業務のうち、被ばく線量が多いと推

定される、血管造影、血管造影ではない透

視を伴う業務、核医学診断業務、核医学治

療業務、及び研究用放射線取扱業務につい

て、従事者に水晶体線量計を着用、業務

種・職種・放射線取扱時間を記録。業務種

と職種の組み合わせごと（＝「業務分

類」）に被ばく線量測定装置を割り振り、

業務分類（泌尿器科医師、放射線部看護

師、など）ごとの水晶体被ばく線量を測

定、どのような業務分類において水晶体線

量が高線量となっているかの実測を行う研

究計画の立案を行った。 
（倫理面への配慮） 
すべての研究は倫理委員会において審査の

上、行われる。また、侵襲をともなう介入研

究はこれを行わない。個人情報については、

その収集を最小限にとどめ、収集された個
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人情報についても、個人を同定できないよ

うな匿名化を行った上での研究・発表を行

う。 
 
Ｃ．研究結果 
1）医療従事者の線量を高くする要因の把握 
主幹施設にて研究計画の承認を得、長崎大

学における生データの収集のみ開始を行っ

た。過去 3 年間において長崎大学では月間

5mSv を超える高線量被ばくが発生してい

ないことのみ判明したが、5mSv 以下の被

ばく状況と関連因子の関係については、総

データ量が各施設あたり 500 名×36 か月

＝20,000 データと膨大であるため、令和 2
年度の集計・検討を予定している。研究分担

施設においては広島大学・福島県立医科大

学において研究計画承認待ちの状態であり、

令和２年度にデータの集計を行う計画であ

る。研究協力施設として、長崎医療センター

（大村市）と嬉野医療センター（嬉野市）に

てのデータ収集協力が得られることとなっ

た。また、別途事前に行われていた予備研究

において、従来注目されることの少なかっ

た PET（陽電子断層撮影）診断の領域でも

比較的高い職業被ばくがあることが観察さ

れた。 
2）医療機関における医療従事者の線量管理

と研修の実態把握 
別研究班で作成されたアンケートが、設問

数 64 であり、Web アンケート用としては

量が多く、項目が複雑過ぎると判断された

ため、設問数を約半数に削減したアンケー

トを再作成し、これを Web アンケートの様

式に変更した。Web アンケートとしては、

複数の無料・有料の Web アンケートシステ

ムが候補となったが、令和元年度において

は、無料で最も頻用されている、Google フ

ォームを採用し、Web アンケートを作成、

入力テストを行うことで実行可能性を検証

した。複数回のテストを通して、実行可能な

バージョンのWebアンケートの作成に至っ

た。ただし、Web アンケート特有の技術的

問題点が少数確認されたため、これらの問

題点の修正の後、令和２年度中に多数施設

を対象として調査を行う予定とした。調査

対象の施設としては、日本医学放射線学会

の教育研究施設に依頼することを第 1 の方

針とした。 
3）実測に基づく医療行為に伴う水晶体線量

の把握 
長崎大学において研究計画の承認を得、長

崎大学病院での測定を行うこととした。線

量計としては DOSIRIS（千代田テクノル社

製）を採用した。令和元年度中には、フィー

ジビリティ研究として、1 ヶ月間 7 つの業

務分類でのデータの収集が開始され、以下

の表に示すとおり、透視業務に就く看護師、

および医師の水晶体線量（推定値）が予想以

上の高値であることが明らかとなった。 

業務分類 
水晶体線量

（mSv） 
泌尿器科透視（医師） 4.2 
消化器科透視（医師） 1.7 
小児科透視（医師） 1.2 
放射線科血管造影（医師） 0.9 
整形外科透視（医師） 0.7 
透視放射線科技師 0.7 
透視立ち会い看護師 1.3 

特に泌尿器科医の透視業務では、1 ヶ月の

積算水晶体線量が４mSvを超えている例も

明らかとなった。また、偶発的ではあるが、

DOSIRIS の装着者で個人線量計を装着せ
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ずに業務に従事している例が複数観察され

た。 
 
Ｄ．考察 
1）医療従事者の線量を高くする要因の把握 
現時点では月間 5mSv を超える線量を受け

たものは見つかっておらず、研究分担・協力

病院においてはある程度適切な被ばく管理

が行われていることが予想されたが、単一

施設でも約 500 名、延べ約 20,000 データ

の被ばく線量データ集計が必要であり、令

和 2 年度の作業量が莫大となることが予想

される。また、予備研究の結果からは、X 線

業務従事者のみでなく、PET に関与する医

療者にもある程度の医療被ばくが生じてい

ることが明らかとなった。特に撮影技師の

被ばくが比較的高いこと、PET で利用する

薬剤の製造に関わるサイクロトロン技術者

や薬剤師にも無視の出来ないレベルでの被

ばくが生じていること、特にサイクロトロ

ン技術者については医療法ではなく RI 法

による規制下にあるため従来あまり注目さ

れていなかったこと、等が明らかとなって

いる。この結果に基づき、令和 2 年度に行

うデータの集計では、サイクロトロン技術

者を含む PET に関与する医療関係者の被

ばく状況も詳細に把握する必要があると考

えられた。 
2）医療機関における医療従事者の線量管理

と研修の実態把握 
約 30 項目の Web アンケートを作成するこ

とで、比較的簡便な入力が可能となり、多く

の施設で抵抗なく回答可能であると思われ

る。一方、Web アンケート形式には、入力

時の一時保存が出来ないタイプのものが主

流であるなど、紙アンケートとは異なる特

有の技術的問題があることが明らかとなっ

た。問題の解決のためには、有料の Web ア

ンケートシステムの利用を含むいくつかの

解決策を考慮する必要があると考えられた。

また、本アンケート調査については、同一研

究事業費補助金を得ている別研究班でも同

様の調査が行われる予定であるが、調査対

象の性格がやや異なっている。二つの研究

班の結果を対比した解析や、共有可能な部

分については一つのデータとしてまとめた

解析を行うことで、より有用性の高い情報

が得られると考えられ、今後の協力体制の

構築が必要であると思われた。 
3）実測に基づく医療行為に伴う水晶体線量

の把握 
DOSIRIS 装着による実臨床下での水晶体

線量測定は、実臨床を妨げることなく、実行

可能であることが明らかとなった。少数例

の収集では、予想を超える水晶体線量の推

定が得られたが、短期間でのデータ収集で

あるため、この高線量が偶発的なものであ

るか、恒常的なものであるかは定かでない。

これを明らかとするため、令和２年度にも

調査測定を継続する必要である。また、この

高線量が恒常的なものである場合は、令和

2 年度のいずれかの時点において、防護眼

鏡の装着推奨を含む線量低減のための介入

が必要となる可能性があると思われた。一

方、偶発的に観察された、個人線量計非装着

の業務従事については、本研究は管理・処罰

を目的としたものではないが、そのような

事例を抽出・把握し介入することが必要で

あることと考えられた。 
 
Ｅ．結論 
1）医療従事者の線量を高くする要因の把握、
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2）医療機関における医療従事者の線量管理

と研修の実態把握、3）実測に基づく医療行

為に伴う水晶体線量の把握、の 3 つの研究

計画について、研究計画の立案と、フィージ

ビリティ研究が行われ、研究の実行可能性

が十分であることが確認された。立案され

た研究計画に基づき、令和 2 年度以降の研

究実行を行う。 
 
Ｆ．健康危険情報 
無し 
 
Ｇ．研究発表 
1．論文発表 
Takahashi Y, Hosokawa S, Tsujiguchi T, 
Monzen S, Kanzaki T, Shirakawa K, 
Nemoto A, Ishimura H, Oriuchi N. Time-
related study on external exposure dose of 
2-deoxy-2-[F-18] fluoro-D-glucose for 
worker's safety. Radiological Physics and 
Technology. 13: 98-103, 2020 
 
2．学会発表 
無し 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む） 
1．特許取得 
無し 
2．実用新案登録 
無し 
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労災疾病臨床研究事業費補助金 

分担研究報告書 
 

放射線業務従事医療関係者の職業被ばく実態調査と被ばく低減対策研究 
1) 医療関係者の職業被ばくに影響を与える要因に関する 

フィージビリティ研究 
 

研究分担者 工藤 崇 長崎大学 原爆後障害医療研究所 教授 

研究分担者 織内 昇 福島県立医科大学 先端臨床研究センター 教授 
研究分担者 伊藤 浩 福島県立医科大学 医学部 教授 

研究分担者 粟井和夫 広島大学 医歯薬保健学研究科 教授 

 
 研究要旨 

【目的】職業被ばくのうち、高線量被ばくの多くは医療行為に伴う被ばくであるが、放

射線をもちいた医療行為は患者に対しての利益がきわめて大きく、その利益を損なわな

い範囲で職業被ばくを低減させることには困難を伴う。一方、ICRP の勧告で水晶体被

ばくの線量限度を 5 年間で 100mSv，1 年間で 50mSv を超えないように引き下げるこ

とが提唱され、本邦でもこれに従った電離放射線障害防止規則（電離則）改正が行われ

る予定である。しかし、実際の医療環境における被ばくの実態、特に水晶体の被ばく状

況は十分に調査・検討が行われておらず、改正電離則を実際の医療現場が遵守できるか

は明らかであるとはいえない。本研究は、過去 3 年間の医療施設における医療従事者の

被ばく管理データと、各従事者の年齢・性別・職種・所属部署・業務種などの特性を対

比検討することで、どのような因子が高い被ばくに結びついているかを検討し、被ばく

低減対策に役立てることを目的とする。【方法】令和元年度は研究計画の立案、及び協力

施設を集めることを行った。長崎大学における平成 28 年度～30 年度のフィルムバッジ

で管理されている放射線業務従事者の年齢・性別・職種（医師・技師・看護師等）・所属

部署（放射線科・整形外科等）・主な放射線取扱業務（透視業務・血管造影等）、該当期

間の毎月の被ばく線量の情報を収集し、対比する計画を立案した。【現状における結果

と方針】長崎大学における倫理委員会の研究許可の取得に至った。職員の情報であるた

め、氏名などの個人情報が収集されなくても、所属部署・年齢などの組み合わせで容易

に個人の同定につながる可能性が示唆されたため、年齢の情報を 5 年区切りの情報に変

換して、保存解析するなどの配慮を行うことが許可取得のため必要であった。この研究

計画に基づき、研究分担施設である、福島県立医科大学、広島大学での倫理申請を行う

予定である。また、各研究分担施設より関連する病院への協力依頼を行い、現時点で、

長崎医療センター、嬉野医療センターの協力が得られている。【補足】本研究計画に先立

って、福島県立医大における研究で、PET（陽電子断層撮影）の診療に従事する医師、

技師、看護師、および PET 薬剤合成薬剤師、サイクロトロンオペレーターの職業被ば

く線量の検討がなされ、看護師と技師の被ばく量がそれぞれ 0.56, 2.30μSv/日と比較的

高いことが報告され、医療における放射線被曝として核医学の領域も注視しなければな

らないことが明らかとなったため、研究対象に核医学診療を含めることも計画された。 
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Ａ．研究目的 
令和 3 年施行予定の電離則改訂では水晶体

線量限度が 5 年間で 100mSv，1 年間で

50mSv を超えないように下げられること

が予定されているが、現在の医療機関にお

ける職業被ばく状況がどの程度のものであ

り、被ばくを増加させる要因が何であるか

は明らかでない。現在年間 20mSv を超える

放射線業務従事者のほとんどが医療関係業

務従事者であることを考えると、どのよう

な因子が高い線量に結びついているかを明

らかにし、因子に応じた線量低減の対策・介

入を行う必要があると考えられる。本研究

では過去の医療従事者における線量と業務

種その他の因子の関係を明らかにすること

で、高い線量に結びつく因子を抽出するこ

とを目的とする。本年度においては、平成

28～30 年度における医療従事者の被ばく

状況を調査するための研究計画立案と、フ

ィージビリティ研究を行う。 
 
Ｂ．研究方法 
平成 28 年度～30 年度の計 36 か月におけ

る長崎大学病院（および研究協力施設）の医

療従事者）のうち、放射線取扱業務従事者と

して個人線量計で線量が管理されている職

員について、年齢・性別・職種（医師・技師・

看護師等）・所属部署（放射線科・整形外科

等）・主な放射線取扱業務（透視業務・血管

造影等）、該当期間の毎月の被ばく線量の情

報を収集。被ばく量を従属変数、それ以外を

独立変数として、どのような因子が被ばく

量の増減に影響を与えているかを検討する。

特に月間 5mSv を超える高線量被ばくが発

生しているかどうかを調べ、高線量被ばく

が存在した場合は、原因となった業務内容、

被ばくの要因、偶発的なものであるかどう

かなどについてのより詳細な個別調査を行

う。 
令和元年度においては、長崎大学にて上記

研究の立案、倫理委員会への申請を行い、多

施設共同研究としての認可を受けた上で、

研究分担施設での倫理申請、および研究協

力施設の参加募集を行う。 
また、本研究に先立って、福島県立医科大学

にて行われた予備研究では、PET 核医学に

従事する医療関係業務従事者（医療者のみ

でなく、PET 用薬剤合成の薬剤師、サイク

ロトロン技術者を含む）における高線量が

観察されているため、対象としては X 線を

用いた放射線業務のみでなく、核医学・PET
の領域も含めることとする。 
（倫理面への配慮） 
各職員には連結可能匿名化IDを振り分けた

上、収集後の年齢情報を5歳毎の階層化情

報に変換することで、個人の同定が出来な

いデータとした上で、研究に利用する。 

研究は長崎大学医歯薬学総合研究科倫理委

員会にて審査・許可を受けた研究計画書に

基づき、各研究分担・協力施設において

も、各倫理委員会にて申請、審査を受け、

承認を受けるもの 

 

Ｃ．研究結果 
現時点で、長崎大学における倫理委員会の

研究許可が得られた段階である。長崎大学

における生データの収集のみ開始を行った。

過去 3 年間において長崎大学では月間

5mSv を超える高線量被ばくが発生してい

ないことは明らかとなったが、それ以下の

線量における被ばく量とその他因子の関係

の解析は終了していない。広島大学、福島県
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立医科大学においては長崎大学の研究計画

書・研究許可証をそれぞれの倫理委員会に

申請手続き中である。また、長崎大学から関

連施設への研究協力依頼が行われ、長崎医

療センター（大村市）と嬉野医療センター

（嬉野市）にてのデータ収集協力が得られ

た。研究結果は令和 2 年度以降に報告する

予定であるが、各施設約 500 名×36 か月の

データで有り、一施設あたり約 20,000 デー

タの集計が必要となることが推定された。

ただし、いずれに施設においても、千代田テ

クノル社による個人線量測定が行われてい

るため、測定データ形式の共通性が担保さ

れており、同一のソフトウエアを用いた解

析が可能であることが明らかとなった。 
また、本研究に先立って行われた予備検鏡

において、PET 核医学診療に従事する、医

師、技師、看護師、薬剤師、サイクロトロン

技術者の被ばく線量とその経時的変化が検

討され、論文として発表されている（参考資

料）。この検討では、2017 年 5 月から 7 月

のデータが集計され、医師、看護師、技師、

薬剤師、サイクロトロン技術者の被ばくが

それぞれ、0.10±0.07μSv/日、0.56±0.53
μSv/日、2.30±1.72μSv/日、0.04±0.08μ
Sv/日、0.17±0.34μSv/日、と技師において

線量が突出して高いこと、また技師の被ば

く線量の標準偏差が非常に大きく、線量が

高くなる変動因子が背景にあることが示唆

された。 
 
Ｄ．考察 
医療従事者の被ばく実態を把握し、被ばく

の増加につながる要因を見いだすための、

線量調査を計画した。単一施設でも約 500
名、延べ約 20,000 データの被ばく線量デー

タ集計が必要であり、莫大な作業量となる

ことが予想される。一方、現時点では月間

5mSv を超える線量を受けたものは見つか

っておらず、研究分担・協力病院においては

ある程度適切な被ばく管理が行われている

ことが予想された。 
予備研究の結果からは、近年腫瘍診断のツ

ールとして頻用されている PET の領域で

も、医療関係者の被ばくが問題であること

が明らかとなっている。医療従事者の被ば

くとしては、X 線、特に血管造影などの透

視下作業による被ばくが注目されることが

多いが、この予備研究では PET に関与する

医療者の中で特に撮影技師の被ばくが一日

2μSv を超えていること、医療に直接従事

していないが、PET で利用する薬剤の製造

に関わるサイクロトロン技術者や薬剤師に

も無視の出来ないレベルでの被ばくが生じ

ていることが明らかとなった。これらの予

備検討の結果を考慮し、本研究での対象者

には X 線業務従事者のみでなく、核医学診

療従事者も含めることとしている。注目さ

れてくることが少なかったと思われる。予

備研究では幸いにしてサイクロトロン技術

者の被ばく線量は医療者に比べて低い線量

であったが、2 ヶ月間という短期間のデー

タ集計であるため、令和 2 年度に行う本研

究 3 年間データの集計を通して、サイクロ

トロン技術者を含む PET に関与する医療

関係者の被ばく状況も詳細に把握する必要

があると考える。 
 
Ｅ．結論 
医療従事者の被ばく実態を把握し、被ばく

の増加につながる要因を見いだすため、平

成 28 年度～30 年度の線量を後ろ向きに調
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査する研究計画を立案、許可を得ることが

できた。月間 5mSv を超える高線量被ばく

は現時点で発見されていないが、令和元年

度時点では最終的な結果の集計には至って

いないため、令和 2 年度に研究を継続する。

また予備研究の結果に従い、PET に関与す

る医療者も検討対象として含めることとし

た。 
 
Ｆ．健康危険情報 
（総括研究報告書に記載） 
 
Ｇ．研究発表 
1．論文発表 
Takahashi Y, Hosokawa S, Tsujiguchi T, 
Monzen S, Kanzaki T, Shirakawa K, 
Nemoto A< Ishimura H, Oriuchi N. Time-
related study on external exposure dose of 
2-deoxy-2-[F-18] fluoro-D-glucose for 
worker's safety. Radiological Physics and 
Technology. 13: 98-103, 2020 (open access) 
2．学会発表 
無し 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む） 
1．特許取得 
無し 
2．実用新案登録 
無し 
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Abstract
Time-course study of individual dose equivalents of 2-deoxy-2-[F-18]fluoro-d-glucose positron emission tomography (18F-FDG 
PET) was conducted in different hospital workers, and the daily work duties were analyzed. For the measurements, a semicon-
ductor dosimeter was used. The values at intervals of 1 min and 1 h, the monthly cumulative and daily cumulative doses, and 
trend graphs were acquired with dedicated software and displayed on the reader. The following radiation workers with duties 
involving maximum external exposure work were included: doctors making diagnoses (4.8 μSv/procedure), nurses removing 
injection needles (3.1 μSv/procedure), pharmacists performing quality control tests (2.9 μSv/procedure), nuclear medicine 
technologists assisting patient positioning (6.5 μSv/procedure), and cyclotron engineers performing daily checks (13.4 μSv/
procedure). The results of analysis of daily work duties revealed the influencing factors of external exposure dose. To reduce 
the external exposure dose, investigators should shorten the patient’s contact time with the 18F-FDG source or patient tracer.

Keywords  18F-FDG PET · Radiation workers · Si solid-state detector
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1  Introduction

Recently, the environment of radiation workers has changed 
because of the improved performance of positron emission 
tomography (PET) system [1] and new acquisition meth-
ods [2]. Previous reports have described personal radiation 
monitoring of medical staff [3–6], but re-evaluation of that 
is necessary in the current environment. Automatic injectors 
used in current systems [7], and shielding with lead glass 
and new acquisition methods have shortened the acquisition 
time, which reduces the penetration dose, even when the 
observation window does not provide complete protection.

In Japan, personal dosimeters are used for measuring 
the external exposure dose of workers, in accordance with 
the ordinance on prevention of ionizing radiation hazards, 
and radiophoto luminescence glass dosimeters (RPLD) [8] 
or optically stimulated luminescence dosimeters (OSLD) 
dosimeters [9] are commonly used for monitoring individual 
workers.

In workers who undergo exposure for 20–30 years, the 
doses are recorded on a daily or monthly basis. Female 
workers require stronger protection against radiation expo-
sure. Annihilation level of radiation is emitted in patients, 
and the exposure dose may increase during removal of the 
needle and medical assistance. In this study, to estimate 
the effective dose, Hp(10), the personal dose equivalent 
of 2-deoxy-2-[F-18]fluoro-d-glucose (18F-FDG) PET was 

Author's personal copy
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measured in radiation workers at four different PET facili-
ties, including the improved radiation workplace, at intervals 
of 1 min or 1 h, and the values obtained were analyzed using 
a time study method.

2 � Materials and methods

D-shuttle (Chiyoda Technol Corp., Tokyo, Japan) [10] 
semiconductor dosimeter with Si solid-state detector was 
used for the measurements (Fig. 1). Si solid-state detectors 
have been used in pocket dosimeters for about 30 years [11, 
12], and the D-shuttle has provided improved reading [13]. 
The improvements can be analyzed only with the newly 
developed dedicated reader (Fig. 1); moreover, D-shuttle 
has an advantage of enabling dose maintenance under long-
term monitoring for 1 year. The energy range of individual 
dosimeter is 80 keV to 1.2 MeV, with an energy dependence 
of ± 30%, and calibration is done with 137Cs [14]; whereas, 
D-shuttle can detect 511 keV of annihilation radiation emit-
ted by the positron-emitting radionuclides of 18F.

RPLD and OSLD were used to estimate the integral effec-
tive dose for 1 month, but those devices did not estimate the 
hourly integral effective dose.

In all workers, the D-shuttle was attached to the worker’s 
chest and exposure doses were measured continuously for 
24 h over 3 months, from May 2017 to July 2017. Minute-
interval, hourly, monthly cumulative, and daily cumulative 
doses and trend graphs were generated by the instrument’s 
software. The participants included five types of radiation 
workers: cyclotron engineer, pharmacist, doctor, nurse, and 
nuclear medicine technologist. Under consideration that 
BG measurement may be affected by elevated background 
radiation, the dosimeter for BG measurement was stored in 
a monitoring room with thick walls to reduce the negative 
influence by radiopharmaceutical. The attribution analysis 
of Hp(10) was conducted using the trend graphs of the 

minute-interval or hourly dose from the dosimeter accord-
ing to the records of the work procedure. The work content 
was recorded on record sheets for each minute. The roles 
of the workers performing routine work were as follows: 
the cyclotron operator was in charge of manufacturing the 
radionuclide, and making adjustment and checking of the 
cyclotron every 3 months, the pharmacist performed 18F-
FDG synthesis, drug distribution, and quality control tests, 
the doctor conducted medical examinations and admin-
istered 18F-FDG injections, the nurse provided medical 
assistance, and the nuclear medicine technologist oper-
ated the PET/computed tomography (CT). The different 
types of radiation workers (cyclotron operator, pharmacist, 
nurse, medical doctor, and nuclear medicine technologist) 
were investigated at Hospital A. The Hp(10) values of the 
nuclear medicine technologists at four different hospitals 
(A, B, C, and D) were compared; in Hospital A, ordinary 
induction and positioning was used; in Hospitals B and C, a 
lead glass shield was used next to the PET/CT; in Hospital 
D, induction and positioning on a bed was done using an 
intercom and a lead glass shield. A lead glass shield was set 
parallel to the inspection bed in front of the operation but-
tons. The monitoring data of personal dose of the workers 
at each institution were evaluated by the same investigator.

Data of about 20 days in the study period were analyzed 
during which routine work was performed with approxi-
mately equal time. Routine work prioritizes patient safety 
and comfort. To ensure this work standard, eight patients 
were accepted for examination per day; those with serious 
illness were excluded because their symptoms were mark-
edly different, and medical care was more important than 
obtaining measurement values.

Events of accidental possession of devices and mobile 
phones with high frequency electromagnetic fields [15] 
related to break of data stream were removed. The Hp(10) 
values were analyzed using JMP 9.0 software (SAS Insti-
tute Japan Inc., Japan). One-way repeated-measures analy-
sis of variance (ANOVA) with post-hoc test by differences 
in least squares was used to compare the Hp(10) values 
of the nuclear medicine technologists at the four different 
hospitals. Probability values < 0.05 were considered as 
statistically significant. Systems and procedures used at 
each hospital are shown in Table 1.

The study was approved by the Ethics Committee of 
Hirosaki University Graduate School of Heath Sciences 
(2017-014).

3 � Results

The  ave rage  rad ioac t iv i ty  o f  18F -FDG was 
294.6 ± 42.5  MBq. Approximately 160 patients were 
monitored at each hospital. The changes in average dose 

Fig. 1   The semiconductor personal dosimeter and reader. Personal 
dose equivalent Hp(10) for each hour can be displayed as a trend on 
the reader

Author's personal copy
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according to the work hours is shown in Fig. 2. Average 
Hp(10) of 0.92 ± 1.40 μSv/h was attained by the operator at 
07:00 at the start of cyclotron operation (Fig. 2a) and that 
of 0.02 ± 0.02 μSv/h at 09:00 at the end of the work period 
for performing target maintenance and periodic rebuilding, 

indicating an average Hp(10) of 0.17 ± 0.34  μSv/day. 
Average Hp(10) of 0.08 ± 0.18 μSv/h was attained by the 
pharmacist conducting quality control tests at 08:00 after 
FDG synthesis (Fig. 2b), with an average personal dose 
equivalent Hp(10) of 0.04 ± 0.08 μSv/day. The radiation 

Table 1   Systems and inspection procedures at each hospital

The calibration time is 09:00, 12:30 and 15:30

Hospital Cyclotron Dosage calculation Quit room (waiting 
time: min)

Automatic dispensing injector

A HM-20S-V (Sumitomo 
Heavy Industries, Ltd)

4 MBq/kg 60 AI300 (Sumitomo Heavy Industries, Ltd.)

B – 185 MBq (calibration time) 50–60 UG-01 (Universal Giken)
C – 185 MBq (calibration time) 60 UG-01 (Universal Giken)
D CYPRIS HM-18-R-B 

(Sumitomo Heavy 
Industries, Ltd)

5 MBq/kg 90 M130 (Sumitomo Heavy Industries, Ltd.)

Fig. 2   The personal dose equivalent, Hp(10), in the routine work 
of the radiation worker of a cyclotron operator, b pharmacist, c 
nurse, and d medical doctor. The semiconductor personal dosim-
eter is measured continuously during working hours. Each plot com-

prises values measured over 20  days. The notches on the box plots 
indicate an ~ 95% confidence interval of the median, calculated as 
median ± 1.58 × interquartile range/

√

(n) , with interquartile range 
being the difference between the third and first quartiles

Author's personal copy
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dose of the nurse was cumulatively increased with patient 
overlap, with an average Hp(10) of 0.56 ± 0.53  μSv/
day (Fig. 2c). Average Hp(10) of 0.14 ± 0.09 μSv/h was 
attained by the doctor, confirming the safety of automatic 
injections, with an average Hp(10) of 0.10 ± 0.07 μSv/
day (Fig. 2d). In the nuclear medicine technologists who 
acquired PET/CT scans sequentially from 09:00, an aver-
age Hp(10) of 2.53 ± 1.58 μSv/h with each patient was 
attained, with an average Hp(10) of 2.30 ± 1.72 μSv/day 
(Fig. 4, Hospital A). Increases of Hp(10) were observed 
in the nurse and nuclear medicine technologist in case of 
overlap of patients, with an increasing pattern in the morn-
ing and afternoon. Significant difference of the value was 
observed in the cyclotron engineer, pharmacist, and doctor 
as compared to that in the nuclear medicine technologist 

(p < 0.05; Fig. 3), however, Hp(10) was similar between 
the nurse and nuclear medicine technologist.

Radiation workers with duties involving maximum 
external exposure work were as follows: doctors in charge 
of diagnosis (4.8 μSv/procedure), nurses removing injec-
tion needles (3.1 μSv/procedure), pharmacists performing 
quality control tests (2.9 μSv/procedure), nuclear medicine 
technologists assisting the patient (6.5 μSv/procedure), and 
cyclotron engineers performing daily checks (13.4 μSv/
procedure).

The results of comparison of radiation doses of nuclear 
medicine technologists in the different hospitals are shown 
in Fig. 4; the routine work of nuclear medicine technologists 
in each hospital is shown in Table 2. In Hospital A with-
out the lead glass shield, the contact duration of the patient 
was 3.81 ± 0.50 min; whereas, in Hospital D with the lead 
glass shield, it was 1.79 ± 0.16 min. In Hospitals B and C, 
the contact duration of the patient was 2.64 ± 0.19 min and 
2.25 ± 0.53 min, respectively.

The lowest dose was obtained in Hospital D at which 
a lead glass shield and short contact duration were used, 
as shown in Fig. 4 and Table 2. The average Hp(10) was 

Fig. 3   The personal dose 
equivalent, Hp(10), in the rou-
tine work of a radiation worker. 
The types of radiation workers 
at Hospital A were a cyclotron 
engineer, pharmacist, doctor, 
nurse, and nuclear medicine 
technologist. Hp(10) values 
were the average ± standard 
deviation per day for 3 months

Fig. 4   The external exposure dose in the routine work of nuclear 
medicine technologists, measured in four hospitals. Each plot com-
prises values measured over 20 days. Hospital A used ordinary induc-
tion, Hospitals B and C used a lead glass shield, and Hospital D used 
an intercom and a lead glass shield for positioning

Table 2   Working environment of nuclear medicine technologists at 
each hospital

a The radiation shielding glass at hospital D had a lead protection of 
3-mm thickness at the top, in height from 90 to 180 cm, and a lead 
protection of 10-mm thickness at the bottom, in height from 0 to 
90 cm

Hospital Induction method Thickness of 
radiation shielding 
glass (mm Pb)

Contact time (min)

A Call in None 3.18 ± 0.50
B Call in 3 2.64 ± 0.19
C Call in 20 2.25 ± 0.53
D Intercom 3 or 10a 1.79 ± 0.16

Author's personal copy
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1.84 ± 1.38 μSv/day in Hospital A, at which exposure was 
without counter-measures; whereas, it was 0.66 ± 0.53 μSv/
day in Hospital D, with counter-measures. The contact 
duration per patient in Hospital D was approximately 
1 min. In Hospitals B and C, Hp(10) was 2.16 ± 1.46 and 
1.87 ± 0.86  μSv/day, respectively. In terms of average 
Hp(10), Hospitals A, B, and C were significantly different 
from Hospital D (p < 0.05; Fig. 5), and no significant differ-
ences were observed among Hospitals A, B, and C.

During the study period, the highest radiation dose 
of 38.4 μSv was attained in the cyclotron engineer who 
inspected the cyclotron, while that of 4.8 μSv was attained 
in the doctor administering manual injections due to fail-
ure of automatic syringe, that of 5.57 ± 3.83 μSv in the 
nurse manipulating a stretcher for transport of patients 
with deteriorating condition (total, ten patients), and that of 
6.75 ± 6.17 μSv in the nuclear medical technologist assisting 
patients on a wheelchair (total, 24 patients).

4 � Discussion

The International Commission on Radiological Protection 
(ICRP) commission initially recommended general princi-
ples for protection of workers exposed to radiation [16], and 
continues to recommend control of occupational exposure 
in situations involving planned exposure through optimal 
procedures with source-related dose constraint, and dose 
limits. The procedure of the work is complex involving vari-
ous operations and types of equipment and patients. How-
ever, for many types of work in a situation involving planned 
exposure, investigators are able to reach a consensus on the 
level of individual doses likely to be incurred in operations 
with good management.

This study measured personal doses without disturbing 
the subjects’ daily routine work. The distance between the 
source organ [17] and the dosimeter, and accumulation rate 
and accumulation speed in the source organ varied, which 

collectively affect the personal dose equivalent. Radia-
tion workers cannot avoid exposure, and therefore, should 
actively use a lead glass shield, rotate their work schedule, 
and work efficiently for short periods. The finding of low 
external exposure dose at Hospital D can be explained by 
the fact that at that facility, lead glass shielding and short 
contact duration were applied (Table 2).

The comparison among hospitals indicates that the 
patient’s contact duration should be minimized and a lead 
glass shield should be used, which benefit the nuclear medi-
cine technologists. The shielding effect of annihilation radia-
tion at 511 keV is calculated using the following standard 
equation [18]: I = BI

0
e
−�x , where I0 is the incident beam; I 

is the transmitted radiation intensity; x and µ are the thick-
ness of the shield and the linear attenuation coefficient of 
the absorbent, respectively; and B is the buildup factor. 
Although B and μ change with energy, typical lead glass 
observation windows of 3-mm width have a transmittance 
of 69.0%.

The dosimeter used in the current study may be appli-
cable in other dosimetry. Estimation of the radiation dose 
involving direct exposure of positrons to the lens of the eye 
and skin would allow calculation of reduction in exposure 
among workplaces in nuclear medicine. IAEA GSG-7 safety 
standards indicate occupational exposure in appropriate 
planned situations [19]. These standards consider that the 
radiation safety of workplaces in nuclear medicine is an ethi-
cal issue and should be ensured. For cyclotron workers, leak-
age into the air affects the radiation dose, and the method 
for estimating the radiation dose should include analysis of 
available data through monitoring; especially, around the 
drain pipes, monitoring could reveal small periodic trends 
of the dose rate.

In this study, since the daily work duties were clearly 
defined, we could determine radiation exposure of the work-
ers in the area of the radiation source; however, we did not 
consider the small differences in the dose, distance from 
the patient, and contact duration due to the constraint of 

Fig. 5   The personal dose 
equivalent, Hp(10), in the 
routine work of a radiation 
worker. The radiation doses of 
nuclear medicine technologists 
in four hospitals were com-
pared. Hp(10) values were the 
average ± standards deviation 
per day for 3 months

Author's personal copy
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investigations that may interfere with the efficiency of rou-
tine work.

Moreover, we excluded patients with serious illness who 
were unable to move based on the potential risk of sudden 
changes in the patient’s condition and communication dis-
ability due to bedridden condition and dementia.

Nevertheless, International Atomic Energy Agency 
(IAEA) GSG-7 recommends monitoring of occupational 
radiation even in emergency situation [19], and PET insur-
ance covers epilepsy, coronary artery disease, tumor malig-
nancy, and aortic arch syndrome.

5 � Conclusion

The study reports the Hp(10) of radiation workers involved 
in PET procedures at hospitals, including cyclotron engi-
neers, doctors, nurses, nuclear medicine technologists, and 
pharmacists. The data obtained by monitoring of those indi-
viduals with a semiconductor detector at minute or hourly 
interval confirmed the time distribution of the radiation 
dose. This study clarifies the types of work involving high 
Hp(10) in nuclear medicine, and highlights that to reduce 
the external exposure dose, investigators should shorten the 
patient’s contact time with 18F-FDG source or the patient 
tracer as much as possible within the limitation of patient 
safety. Worker rotation and other safety measures that are 
introduced would allow reduction in the Hp(10).
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研究要旨 
【目的】職業被ばくのうち、年間平均線量限度である 20mSv/年を超えるものの大多数

は医療関係者の被ばくであり、医療現場における被ばくの管理徹底と教育・研修が職

業被ばく低減の鍵となることは明らかである。ICRP の勧告で水晶体被ばくの線量限度

を 5 年間で 100，1 年間で 50mSv を超えないように引き下げることが提唱され、本邦

でもこれに従った電離放射線障害防止規則（電離則）改正が行われる予定である。こ

の改正は大幅な改正であるため、遵守のためには医療機関における組織的対応が必要

であるが、現状において水晶体の線量管理のみでなく、医療行為に伴う被ばくの管理

自体が完全な形で行われているとは言いがたい。特に、過去の研究では、医療現場に

おいて個人線量計を装着せずに放射線を使った医療行為が行われている可能性が明ら

かになってきており、管理・教育・研修の徹底が急務であり、本研究ではその現状把

握を目的とする。【方法】放射線を用いる業務を行っている医療施設における放射線管

理および教育研修の実態を把握するために、Web アンケートの手法を用いた情報収集

を行う。対象としては日本医学放射線学会指定の教育研修施設を対象とする予定であ

る。令和元年度は、アンケート作成と Web アンケート形式への変換・実行可能性のフ

ィージビリティ調査を行った。【現状における結果と方針】アンケート作成について

は、同一研究事業費補助金を得ている「細野班」と、データの共通性を持たせること

を考慮して、細野班で作成されたアンケート調査表を元にして、Web 上での回答が可

能な形式へと変換した。初回入力テストでは、Web アンケート独自の、自由回答と選

択肢回答の併存の問題、選択肢回答の例外処理の問題、選択肢によって分岐する枝分

かれ問題の処理の問題など、複数の問題点が生じたため、3 回の Web アンケート修正

を行って、最終的なバージョンを作成し、入力テストにて大きな不備がないことを確

認した。ただし、入力時の一時保存が出来ないことや、入力の同一性確保（単一の施

設から複数の入力が行われないこと）と入力の匿名性の両立について、現時点で用い

ている Google フォームでは解決困難な点が存在することも明らかとなり、令和 2 年度

に向けて、解決に取り組む必要があることが明らかとなった。 
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Ａ．研究目的 
職業被ばくのうち、年間平均線量限度であ

る 20mSv/年を超えるものの大多数は医療

関係者の被ばくであるため、職業被ばくの

低減のためには医療現場における被ばく管

理と放射線を取り扱う医療関係者への教

育・研修が鍵となる。今回の研究の目的は、

大規模なアンケート調査によって、医療現

場における放射線業務従事者の管理・教育

研修の状況を把握することを目的とする。

アンケートの簡便性を高くし、回収率を上

げるために、アンケートは Web アンケート

の形式をとることとする。令和元年度は、ア

ンケート調査項目の作成、Web アンケート

化と Web 上での入力試行、および少数例に

対して Web アンケートを実施することで、

Web 上での大規模調査が可能であるかのフ

ィージビリティ調査を行う。 
 
Ｂ．研究方法 
アンケートは Web アンケートの形式をと

る。これは回答の簡便性を高くし、回収率

を向上させることが目的である。アンケー

ト調査の内容については、同一研究事業補

助を受けている別研究班（細野班）におい

て作成されたアンケート項目を共有し、

Web アンケートに適した内容に質問項目の

削減、回答方式の簡略化を行った改訂版を

作成した。これは、二つの研究班で目的を

一つとする研究のデータ共通性を高くし、

データを共有できるようにすることで、よ

り大きな集団としてのデータ解析を行うこ

とを目的としている。質問項目は、医療機

関のタイプ・規模などの「基本事項」・放

射線業務従事者の被ばく線量管理の実態・

方法などの「従事者管理」、放射線業務従

事者の職種毎の研修受講率や研修方法など

の「研修」、放射線防護具・防護眼鏡の配

布状況・量などの「作業環境」、および

「その他」の 5 つの領域に分類し、項目を

作成した 
（倫理面への配慮） 
侵襲を伴う研究ではないが、アンケート調

査については、匿名とすることで、個人情

報・病院情報の収集を避けることを予定し

ている。 
 
Ｃ．研究結果 
細野班のアンケート設問数が 64 であった

ため、当研究班の Web アンケート用とし

ては量が多すぎる、項目が複雑過ぎると判

断されたため、設問数を約半分に抑えるこ

とを目的として、アンケートを作成した。

設問数を 31 に削減したアンケート調査を

作成、これを Web アンケートの形式に変

換した。Web アンケートの様式の調査を行

い、無料のものとして、Google フォーム, 
Questant, SurveyMonkey, Creative 
Survey,  Surveroid, CubeQuery、有料

のものとして Webcas, Qooker, Cloud 
Survey が検討されたが、無料で最も頻用

されており、日本語の利用にも問題がない

プラットフォームとして、Google フォー

ムを採用した。Google フォーム上でのテ

スト入力を行ったところ、Google フォー

ム様式の問題として、枝分岐した設問の設

定が難しいこと、選択肢と記述式の混在し

た設問が設定できないこと、などの Web
アンケート特有の技術的問題が少数ではあ

るが複数存在することが明らかとなったた

め、3 回のアンケート改訂、入力テストを

繰り返し、問題点の修正を行った。最終的
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に、設問数 31、ページ数 6 ページのアン

ケート調査が完成した（参考資料）。これ

を研究分担施設（長崎大学、広島大学、福

島県立医科大学にて入力テストを行い、

Web 上で回答することに問題なく、労力も

大きなものではないことが明らかとなっ

た。ただし、Google フォームの技術的問

題として、一時保存が出来ず、具体的な数

値を求める設問では、事前に入力すべき数

字を調べておかなければ、はじめからやり

直しが必要になることが指摘された。その

他、今回の入力テストでは、回答者の匿名

性を保つため、入力者、入力施設などの情

報の入力を行わない設定としたが、この場

合同一施設からの複数回入力をどのように

防ぐかが、新たな問題点として明らかとな

った。これらについては、令和 2 年度に解

決することとなった。 
Web アンケートを行う対象施設としては、

本研究分担研究者の粟井和夫が日本医学放

射線学会の放射線安全管理委員会副委員長

であることから、日本医学放射線学会の教

育研修施設を対象として行うことを予定し

た。 
 
Ｄ．考察 
約 30 項目の Web アンケートを作成するこ

とで、比較的簡便な入力が可能となり、多く

の施設で抵抗なく回答可能であると思われ

る。一方、Web アンケート形式には、入力

時の一時保存が出来ないタイプのものが主

流であり、今回利用した Google フォームも

一時保存が不可であるため、テスト入力時

に入力すべき具体的な数値を事前に調査し

ておかなければならないなどの、Web アン

ケート特有の問題が存在することも明らか

となった。この問題点の解決のためには、

Web 上の入力項目と同一のアンケートを事

前にダウンロード可能とし、事前に入力す

べき内容を把握できるようにする方法、一

時保存が可能な有料のWebアンケートシス

テムを利用すること、などの解決が必要と

考えられた。また、回答者の匿名性について

は、匿名性を保つ必要があるかどうかにつ

いて、再度の検討が必要であると考えられ

た。 
本アンケート調査については、、同一研究事

業費補助金を得ている「細野班」でも同様の

調査が行われる予定である。細野班では、全

国の労災病院に対しての調査が検討されて

おり、一方当研究班では、日本医学放射線学

会の教育研修施設が対象として予定されて

いて、調査対象の性格がやや異なっている。

このため、二つの研究班の結果を対比した

解析や、共有可能な部分については一つの

データとしてまとめた解析を行うことで、

医療現場における管理・教育・研修状況の改

善により役立つ情報が得られると考えられ

るため、令和 2 年度以降は細野班との合同

会議などを行うことで、協力体制を構築し

ていく必要があると考える。 
 
Ｅ．結論 
Web アンケートを用いた医療機関における

放射線業務従事者の管理・教育・研修状況調

査のフィージビリティ検討を行った。Web
アンケート特有のいくつかの問題点はある

が、多数の施設に対する調査として十分に

実行可能であることが明らかとなった。 

 
Ｆ．健康危険情報 
（総括研究報告書に記載） 
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Ｇ．研究発表 
1．論文発表 
無し 
2．学会発表 
無し 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む） 
1．特許取得 
無し 
2．実用新案登録 
無し 
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労災疾病臨床研究事業費補助金 
分担研究報告書 

 
    3）医療関係者の水晶体被ばくの現状とそれに影響する要因に関する 

フィージビリティ研究 
 

研究分担者 松田尚樹 長崎大学 原爆後障害医療研究所 教授 

研究分担者 織内 昇 福島県立医科大学 先端臨床研究センター 教授 
研究分担者 伊藤 浩 福島県立医科大学 医学部 教授 

研究分担者 粟井和夫 広島大学 医歯薬保健学研究科 教授 
研究分担者 工藤 崇 長崎大学 原爆後障害医療研究所 教授 

研究分担者 高村 昇 長崎大学 原爆後障害医療研究所 教授 

 
 研究要旨 

【目的】職業被ばくのうち、高線量被ばくの多くは医療行為に伴う被ばくである。ICRP
の勧告で水晶体被ばくの線量限度を 5 年間で 100，1 年間で 50mSv を超えないように

引き下げることが提唱され、本邦でもこれに従った電離放射線障害防止規則（電離則）

改正が行われる予定である。しかし、実際の医療環境における被ばくの実態、特に水晶

体の被ばく状況は十分に調査・検討が行われておらず、改正電離則を実際の医療現場が

遵守できるかは明らかであるとはいえない。本研究では現状の医療機関における放射線

業務従事者の業務分類毎の水晶体被ばく状況を調査し実態を把握する。【方法】対象と

しては、特に線量が高いことが予想される X 線透視を伴う業務を対象とした、透視業務

に業務従事者に水晶体線量計 DOSIRIS を着用してもらい、個人ではなく業務分類ごと

の水晶体被ばく線量を一ヶ月毎の積算線量として測定、どのような業務分類において水

晶体線量が高線量となっているかの実測情報を得ることとした。【現状における結果と

方針】令和元年度は研究計画の立案と、一部データ収集を行った。業務分類としては、

透視業務立ち会い技師、透視業務立ち会い看護師、泌尿器科、小児科、消化器内科、そ

の他の内科、整形外科、放射線科の８つを業務分類として測定した。令和元年度中に収

集できた短期間のデータでは、半数の業務分類で、一ヶ月の水晶体積算線量が 1mSv を

超えており、4mSv を超える業務もあるなど、予想以上の高線量が観察されたが、観察

期間が短いため、この線量が偶発的なものであるか、恒常的なものであるかは現時点で

は明らかではない。令和２年度の継続研究により、明らかとする予定である。本研究を

通して、防護眼鏡の着用率が著しく低いことも明らかとなったため、令和２年度の測定

結果によっては、線量低減のための介入が必要となることも予想される。【補足】本検討

のバックグラウンドとなる、低線量被ばくの人体影響研究に関する国際的な動向を調査

するため、欧州核医学会（EANM2019）において、同領域の国際的な研究者である Dr. 
Glenn Flux (Institute of Cancer Research, UK), Dr. Christophe Reiners (Würzburg 
University, Germany), Richard Wakeford (Manchester Univ, UK)との討議を含む、シ

ンポジウムに参加し、情報収集を行った。 
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Ａ．研究目的 
2011 年の ICRP ソウル声明において、水晶

体被ばくの線量限度を 5 年間で 100mSv，
1年間で 50mSvと引き下げることが勧告さ

れた。これに基づき本邦でも改正予定の電

離則改訂では水晶体線量限度が下げられる

予定であるが、実際の水晶体線量がどの程

度のもので、どのような業務が高線量とな

っているかは不明である。実際に引き下げ

られた線量を遵守することが出来るか、ま

た順守困難である場合にはどのような介入

を行うことで線量を低減させることが出来

るか、これらを明らかにするためには、まず

現状における実臨床での被ばく実態を把握

することが必須であると考えられる。本研

究では放射線を扱う業務を分類し、分類毎

の水晶体線量を実測し、線量の高い業務分

類を把握する。また、体幹部線量を同時に調

査し、体幹部線量から水晶体線量を推定す

ることが可能であるかを検証する。 
 
Ｂ．研究方法 
長崎大学病院（および研究協力施設の医療

従事者）において、放射線業務のうち、被ば

く線量が多いと推定される、血管造影、血管

造影ではない透視を伴う業務、核医学診断

業務、核医学治療業務、及び研究用放射線取

扱業務について、業務種（血管造影、内視鏡

を伴う透視業務、内視鏡を伴わない透視業

務、小児患者の透視業務、核医学診断、核医

学治療、研究業務、等に分類）・職種（医師・

技師・看護師、等）・放射線取扱時間を記録。

業務種と職種の組み合わせごと（以下「業務

分類」：血管造影の医師、血管造影の看護師、

血管造影の技師、透視業務の看護師、等）に

被ばく線量測定装置を割り振り、一月ごと

の業務分類ごとの線量を測定する。被ばく

線量測定装置としては、体幹部に装着する

ポケット線量計、頸部に装着するフィルム

バッジ、および個人用水晶体線量計

(DOSIRIS: 千代田テクノル社製)を用いる。

測定された被ばく線量は月ごとに集計し、

どのような職種・業務種が高い被ばく線量

につながっているか、体幹部のポケット線

量計、フィルムバッジの線量と水晶体線量

の相関関係を求めることで、水晶体線量計

を用いずに水晶体線量が推定できるか、を

検討する。令和元年度においては、

DOSIRIS の契約、倫理委員会の許可申請、

および DOSIRIS を装着しての臨床業務が

困難でないかのフィージビリティ調査を行

う。 
また、本研究のバックグラウンドとなる、低

線量被ばくの影響についての国際的な情報

収集を行う。 
（倫理面への配慮） 
個人情報保護の観点、および目的とする情

報の性質から、収集する線量データは、業

務分類毎の収集で、個人ごとの情報は収集

しないこととした。 

 

Ｃ．研究結果 
令和元年度においては、倫理審査の終了と、

長崎大学単施設における短期間のデータ収

集の段階である。 
予備的な装着検討により、DOSIRIS 装着が

臨床業務を妨げないことが確認された。令

和 2 年 3 月にはフィージビリティ研究とし

て、表に示す 7 つの業務分類において、一

ヶ月間装着の実検証を行ったが、特に実臨

床における不都合はないとの意見が大半で

あり、令和 2 年度での本データ収集には問
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題がないと思われた。また、上記令和 2 年

3 月の装着検証時に同時に水晶体被ばく線

量を収集することが出来た（下表）。 

業務分類 
水晶体線量

（mSv） 
泌尿器科透視（医師） 4.2 
消化器科透視（医師） 1.7 
小児科透視（医師） 1.2 
放射線科血管造影（医師） 0.9 
整形外科透視（医師） 0.7 
透視放射線科技師 0.7 
透視立ち会い看護師 1.3 

上記に示す結果から、7 つの業務分類のう

ち 4 つで 1mSv を超えており、予想以上の

被ばく線量であった。特に、泌尿器科の透視

業務医師は 4mSv を超える高線量であった。

ただし、これは一ヶ月のみのデータである

ため、偶発的な高線量であるのか、それとも

業務独特の恒常的な高線量であるかの検証

が今後のデータ蓄積を通して必要であると

考えられた。また、恒常的な高線量である場

合は、現時点で、長崎大学病院では防護眼鏡

装着の普及率が著しく低いため、上記デー

タはすべて防護眼鏡装着なしのデータであ

る。 
短期間の仮データであるため、令和 2 年度

に測定を継続し、正確な被ばく量と傾向を

把握するとともに、上記のような高線量が

継続して観察される場合は、防護眼鏡の装

着を促す介入を行い、介入後の線量低下を

観察する予定である。 
また、上記の予備的検討を通して、放射線を

取り扱う業務に従事しながら、放射線業務

従事者としての登録および個人線量計管理

が行われていない者が、医師を中心として

複数存在することも明らかとなった。 

一方、本検討のバックグラウンドとなる、低

線量被ばくの影響についての科学的知見に

ついては、欧州核医学会（EANM2019）に

おいて、同領域の国際的な研究者である Dr. 
Glenn Flux (Institute of Cancer Research, 
UK), Dr. Christophe Reiners (Würzburg 
University, Germany), Richard Wakeford 
(Manchester Univ, UK)との討議を含む、カ

ンファレンスに参加、低線量被ばくにおけ

る確定的影響については、水晶体への被ば

く影響が従来の推定以上に大きいことが明

らかとなり、線量低減の勧告につながった

こと、一方低線量被ばくにおける確率的影

響については、日本におけるヒバクシャコ

ホート、米国における間接 X 線撮影コホー

ト、ロシア Mayak における核施設労働者コ

ホートなど、影響を支持するデータと、イン

ドケララ州コホートなど否定的なデータが

混在しており、現状でも明瞭な結論には至

っていない現状の把握が行われた。 
 
Ｄ．考察 
DOSIRIS 装着のフィージビリティ調査で

は、装着しての臨床業務には支障がないこ

とが判明したため、実際の個人線量管理に

も DOSIRIS の利用普及は可能ではないか

と考えられた。また、防護眼鏡の装着者と非

装着者の違いについての検証を試みたが、

現時点で防護眼鏡を装着して臨床業務に就

いている者がゼロであることが判明したた

め（防護眼鏡そのものは臨床現場に配布さ

れている）、現時点ではこのままの状況で測

定を行い、予備検討にて観察された高線量

が恒常的な現象である場合は、令和 2 年度

のいずれかの時点で防護眼鏡の装着を推奨

して、線量軽減の効果が得られるか、比較検
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討することとした。 
また、今回本研究の対象となるような臨床

業務・作業に従事しながら、個人線量計を装

着せずに業務に就いているものが複数名存

在することが判明した。本研究は、対象者の

管理・処罰を目的としたものではないが、そ

のような事例を抽出・把握し、介入すること

が必要であることが推察された。 
 
Ｅ．結論 
水晶体線量測定装置 DOSIRIS の装着は、

実臨床の妨げにはならないと思われ、臨床

利用が可能であると思われた。一方、透視を

伴う医療行為では、予想外の水晶体被ばく

が発生していることが判明し、水晶体線量

低減のための介入の必要性が示唆された。

ただし、今回の結果はごく短期間のデータ

であるため、統計学的意味のある解析のた

めには、令和 2 年度の継続調査の結果を待

つ必要がある。 
 
Ｆ．健康危険情報 
（総括研究報告書に記載） 
 
Ｇ．研究発表 
1．論文発表 
無し 
2．学会発表 
無し 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む） 
1．特許取得 
無し 
2．実用新案登録 
無し 
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